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１．移民政策と国際労働移動
移民の受け入れと送り出しは，国境を越えた労働者の移動であり，送り
出し国，受入国，双方の移民政策の影響下に置かれている。いかにグロー
バル化が叫ばれ，国境を越えた人の移動が増加しても，それぞれの人間が
国民国家の構成員である限り，その移動は国家の移民政策の枠組みの中に
留め置かれよう。本稿では，理論的には国際労働市場の需給の問題と，移
民政策という国家による出入国管理の在り方の関係を，外国人技能実習生
の送り出しと受け入れをめぐる問題の中から問うことを課題とする。すな
わち，本来，労働市場における労働移動は，プッシュ・プルの関係が成立
することを前提にいずれ均衡が保たれるという仮定の下に考察され，その
前提条件には「労働移動の自由」が仮構されている。
この国内労働移動とは対照的に国際労働移動の場合は，国内労働市場に
おけるような国家間の労働移動の自由は前提にされていない。なぜならば，
移動する労働者は別の見方をすればいずれかの国家の構成員であり，受け
入れ国はこうした自国民以外の労働者の受け入れについて唯一の裁量権を
持ち，労働者受け入れ制限政策は正当性を持つからである。他方，送り出
し国側も移民政策として自国民を積極的に海外に送り出す国もあるし，出
国制限を行う国もある。労働移動の自由とは，基本的には国内労働市場を
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前提として成立している概念と捉えてよいだろう。
しかし安価な交通手段が発達し，インターネットの普及に伴う情報や経
済のグローバル化が進展し，さらに従来は発展途上国と分類された諸国に
おいて国民の生活水準が上昇したために，海外への出稼ぎ希望者が増加し
ている。日本に隣接する中国でも都市と農村間の国内労働移動の規制が緩
和されて国内労働移動が急増したが，それだけでなく，改革開放後の労務
輸出政策が徐々に民営化されたため，さらに国民生活レベルでのグローバ
ル化の影響によって，海外への出稼ぎ労働者が急増した。
日本の移民政策にとって，労働力送り出し国中国の移民政策は，その人
口規模の上からも，また一衣滞水の地理的環境の上からも，さらにすでに
日本で就労している中国人の人数からいっても，看過できない問題である
と思える。来日している中国人移住者のうち，日本と中国の移民政策の影
響下にある人は，「技能実習」の在留資格で来日している中国人技能実習生
である。他の移住者は，自分たち独自の人的ネットワークを利用して，あ
るいは専門的職業能力を保持していることを証明して日本で就労してい
る。しかし技能実習生の場合は，技能レベルについては厳しく問われない
低熟練労働者が主体であり，海外就労に必要とされる経済資本，文化資本
の双方に欠けている労働者が少なくない。そして，そこに日中間の移民政
策が機能しているのである。
本稿では，中国の労務輸出政策と日本の技能実習制度との関連を国際労
働移動の一事例として取り上げ，中国の労務輸出政策が日本の外国人労働
問題へ与えている影響を考察する。したがって，本稿では中国人労働者個々
人の行動とその行動規範や意識については取り上げず，彼らの渡日の決断
に影響している中国の移民政策に焦点を当てる。そして，その政策が日本
の技能実習制度へ与える影響の程度と影響を考察する。
爾来，日本の外国人技能実習生制度はその前段階の外国人研修生制度を
含めると，1980年以降に開始したのであるが，その開始当初から主たる受
け入れ先国は中国であった。中国人技能実習生の比率は日本が受け入れて
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いる技能実習生全体のほぼ８割前後を占め，直近の2011年時点では75.8％
であった1）。日本の技能実習制度という制度の実態を理解する上でも，そ
の主たる送り出し国である中国の労務輸出政策を理解しなければならない
であろう。
さらに，本稿は別稿で論じた考察を補う目的を持つ。筆者はかって中国
人技能実習生の出身階層や来日目的とその成果に関する論考を発表した
が，日本でようやく面接することができた技能実習生に関する社会的文脈
の理解が不足していることを痛感した2）。　したがって本稿では中国の労
務輸出政策が日本の技能実習制度に与える影響を明らかにするという目的
以外に，別稿で論じた中国人技能実習生の来日の背景を理解するという目
的を合わせ持つものである。
２．中国における労務輸出の定義
さて本来，国際労働移動の概念には，国家政策による労働力輸出に限ら
ず，個人が諸外国の雇用主との契約による移動（海外企業への就職）や海
外移住，海外留学なども含まれよう。しかし，中国で労務輸出という場合
には，
１）海外建設請負工事の受注に伴う労働力輸出
２）労働力輸出契約に基づく労働力の提供
の２つのカテゴリーしか含まれていない。両者とも国（商務部：日本の経
済産業省に相当）ないしは直轄市，単列市，各省が経営する企業あるいは
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1）	 法務省の「登録外国人統計2011年度版」によると，2011年１月１日現在で日本に在留して
いる技能実習生数（企業単独型・団体監理型を含め）は141,994人であり，そのうち中国人
は107,601人であった。この人数は，在日中国人総数の15.9％，就労目的で在留している中
国人登録者の55.0％であった。
2）	 上林千恵子，2012，「第５章　中国人技能実習生の出身階層と技能実習の成果―母国への送
金と職場規律・生活規律の習得」連合総研編『経済危機下の外国人労働者に関する調査報告
書』全132ページ中，ｐ.52-76，
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各政府関係機関からの認可を得た工事請負企業ないしは人材派遣企業のみ
が労務輸出業務が可能であり，その意味では，中国の労務輸出事業は明ら
かに国家の労務輸出政策の影響下にある。就業目的で個人が海外に出国す
る場合と海外経済援助目的による出国は，ここに含まれない。
日本向け技能実習生はすべて中国の労務輸出政策の対象者であり，日本
への労務輸出政策は技能実習制度を通してしか可能ではないので，本稿で
は中国の労務輸出政策だけを取り上げれば日本の技能実習制度への影響と
日本社会への影響を考察することが可能である。個人単位の出稼ぎ者は，
中国の労務輸出政策と関連がなく，また日本の移民政策では専門職外国人
受け入れに相当する場合が多いので，本稿では考察の対象外としても差し
支えないであろう。
海外請負工事は，労働力輸出を目的とするよりも，海外，とりわけアフ
リカ，中東の発展途上国での建設工事を経済援助と外国投資の目的で請負
い，そうした工事を遂行するための建設労働者を中国から送り出すという
内容をもつ。すなわち，工事の受注契約の中に，予め中国人労働者を本国
から出国させ現地雇用するという条件が組み込まれているのである。一方，
「労働力輸出契約に基づく労働力の提供」である労務輸出の方は，「対外労
務合作」と中国語で表現されるカテゴリーで，英訳すると「Foreign	Labour	
Services」となる。すなわち，出証権（直接労務輸出経営権）を持つ企業
が，海外の政府機関，企業，雇用主との間に結んだ労務派遣契約に基づき，
各種の労働者を派遣することを指す3）。
請負工事による労働者派遣と，海外労働力派遣による労働者派遣の双方
が広義の労務輸出であり，商務省統計にもサービス貿易の一つのカテゴリ
3）	「対外労務合作は労働者の派遣を通じて技能をもって国際労働市場の必要を満たし，サービ
スを提供することによって，国家の外貨収入を増やし，国際経済技術交流を拡大するための
高いレベルの対外経済活動であり，中国の対外経済貿易活動の重要な一部を成している。」
と1994年に行われた日本とのシンポジウムで，当時の中国対外経貿部国外経済合作局局長
の陳永才が述べている［日本労働研究機構，1998：130］
81
ーとして海外労働者派遣の項目が毎年，集計されている。しかし日本は中
国へ請負工事を発注することがないため，そのカテゴリーによる中国人労
働者は在留していないこと，また国際労働移動の観点からは２）の労働力
輸出契約に伴う労働力の提供の方がより重要であると思われること，の理
由から，以下では２）の海外労働者派遣を指して労務輸出という用語を使
用する。この場合は，狭義の労務輸出という概念の使い方になる。そして
１）については，海外請負工事という用語に統一する。
３．労務輸出の目的と現状
3-1　目的
中国は1978年に改革・開放路線を実施して以降は一貫した労務輸出国で
あり，またそのための労務輸出政策をもつ国である。日本が戦後は一貫し
て労働力受け入れに関して鎖国政策をとってきたために，移民政策を国の
政策の周辺部にしか位置づけてこなかったことと対照的に考えてよいだろ
う。
中国の労務輸出の目的は以下のようにまとめられる。第１に，外貨を獲
得すること，第２に国内の就業状況を改善し，国内の過剰労働力に雇用機
会を確保すること，第３にとりわけ海外請負工事の場合，必要とする工場
設備，機械・電気設備，建築材料等の輸出促進とそれに伴う外貨獲得，第
４に外国の先進技術と経営管理方法を習得すること，第５に労務輸出相手
先国との相互理解と友好促進である。第５については，後に触れるように
請負工事受注という広義の労務輸出が，発展途上国を相手先国として，政
治的動機づけを含めた対外経済協力という性格を持っていた点から理解さ
れねばならない。とりわけ建国直後の1950年代から1978年以前の労務輸出
政策の初期は政府援助の枠組みが強かった。この社会主義諸国との友好促
進という目的は単に建前ではなく，中国国家の政治目的実現のために必要
な援助であり，そのための労務輸出であるという考え方であった。
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実際に日本を例にとった場合でも，中国人技能研修生，技能実習生の日
本への送り出しは，日中友好を旗印に始まったのである。中国側の労務輸
出政策の中に，第４の技術習得，第５の友好促進という目的が既に存在し
ており，そうした事情が日本の中国人研修生受け入れの後押しをしていた
ことは容易に理解できよう。他方，日本の場合，1980年代後半の時点では
外国人単純労働者受け入れ反対論が声高に主張され，そうした世論の中で
技能実習制度を導入，拡大するには，旗印として「技術移転」と「日中間
の友好促進」という制度趣旨が必要とされた。その意味では中国側の労務
輸出目的の第４，第５の目的に合致する。しかし，中国側は労務輸出目的
として外貨獲得と雇用機会確保の２つの目的を明らかにしているが，中国
の労務輸出の枠組みで来日する中国人労働者を受け入れている日本側は，
技能実習制度について第１と第２の経済的目的を公的には承認していな
い。制度趣旨と実態のずれは日本側の方にこそ大きいといえよう。
中国の労務輸出の第２の目的である「国内過剰労働力の雇用機会確保」
については，この目的を生み出す社会的背景そのものがすでに日本では失
われていよう。中国政府が海外での就業機会が必要であると判断している
背景には，単に国内の失業者層の削減という意味合いのみならず，国内貧
困地域への援助という積極的な側面もある。具体的には，中国には2009年
時点で529の貧困地域が指定されており，政府系関連団体である中国扶貧
海外労務項目管理中心は，この貧困地域の労働者に対して都市部ないしは
海外就業で就業可能となるように，研修・教育訓練を実施している。具体
的には，中国全土の短大，職業訓練校と提携して，これらの貧困地域の労
働者の訓練委託を行っている。また海外出国に際しての出国手続き等のサ
ポートおよび労働者権利保護に配慮している［野村総研，2009：120］。言
い換えれば，積極的差別是正策が労務輸出という政策で実施されていると
いってよい。
この貧困対策という労務輸出政策の福祉的側面については，貧困者の学
歴水準やそれと関わりの深い技能レベルの問題と直結しており，そのため
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に公的職業訓練を実施している。しかし労務輸出先諸国は低熟練労働力に
不足をきたしている先進諸国であり，日本を含むこうした諸国は表向きに
は低熟練労働者の受け入れを嫌うという共通点がある。そのために外国人
労働者受け入れの基準としてポイント制度などが導入されるのである。し
たがって労働者送り出し政策が貧困対策の側面も併せ持つという事実が，
輸出先諸国で強調されることは稀である。
貧困対策としての労務輸出政策としての側面は，中央・地方政府関係者
のみならず，民間企業である大手派遣企業にも共有された問題意識のよう
に思える。そしてこうした問題意識を派遣関係者自身が持つために，派遣
企業は日本へ派遣された技能実習生に対して，日本で就業中には忍耐と克
己の精神が必要不可欠であることを派遣前教育の中で，あるいは派遣期間
中の派遣企業のフォローアップでも繰り返し説くことにつながっているの
であろう。こうした説得はしばしば労働者としての権利要求を抑えること
につながりやすいのであるが，こうした説得行為を一方的に断罪できない
ところに，受け入れ国の移民政策のむずかしさが存在する。
3-2　規模
労務輸出の金額と人数は表１に示されている。2011年の海外請負工事の
契約金額は1034.2億ドル，その請負にともなう海外就業のための派遣労働
者数は32.4万人である。一方，海外労務輸出による年末在外就業者数は48.8
万人である。海外労務輸出の契約金額は2011年以降について発表されてい
ないので，前年度2010年度の数値を見ると87.25億ドルである。各年末の労
務輸出者数を表１にみると，請負工事に伴う在外就業者数は1985年におい
ては海外労務輸出者数よりも多いが，その数値はほぼ1988年以降に逆転し
ている。双方とも2000年以降に急増しているが，労務輸出者数の方が多い。
労務輸出者数は2005年以降，毎年20万人前後派遣し，在外就業者数は50万
人弱である。請負工事派遣者数と労務輸出者数を合計して2011年度末では
およそ80万人の中国人労働者が海外に出稼ぎ労働者として就労し，一時的
中国の労務輸出政策の内容と展開
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移民となっている。中国の労務輸出者数，広義の海外派遣労働者数は近年
急激に伸びている。しかし，中央政府としては，世界の一時的移民市場に
おける中国人出稼ぎ労働者の占める比率は，世界一の労働力人口を抱えな
がら他の労働者送り出し国（たとえばフィリピンなど）に比較して低いと
考えており，今後の労務輸出の増大を期待している。
海外労務輸出の完成営業金額は，2010年度を最後に商務省からの発表は
ない。この数値は，実際に労働者が海外で受け取った賃金，ボーナス，各
種手当などを派遣企業経由で算出したものである。契約金額は日本向けの
場合，最低賃金を基準に算出しているが，完成営業金額は，定義上は，労
働者の受け取った収入である。この営業金額を年末在外就業者数で除する
と，おおよその海外派遣労働者一人当たりの年間所得が算出できよう。
2010年度では海外労務輸出の完成営業金額は88.8億ドル，在外就業者は
48.84万人であり，一人当たりおよそ19,000米ドルの収入であった。2011年
度の都市に居住する民間企業を除く企業（国営企業・集団企業・その他）
表１　海外請負工事と労務輸出人員の推移
海外請負工事 海外労務輸出
完成営業金額
（億ドル）
年末在外就業
者数（万人）　
完成営業金額
（億ドル）注１）
派 遣 人 員 数
（万人）
年末在外就業
者数（万人）
1979-82 1.23 2.06
1985 6.63 3.06 1.72 2.49
1990 16.44 2.18 2.23 3.61
1995 51.08 3.84 10.95 22.59
2000 83.79 5.56 28.13 36.93
2005 217.63 14.48 47.86 18.34 41.87
2006 299.93 19.86 53.73 21.48 47.52
2007 406.63 23.60 67.67 21.49 50.51
2008 566.12 27.16 80.57 22.49 46.71
2009 777.06 32.69 89.11 18.01 45.03
2010 921.70 37.65 88.80 18.68 47.01
2011 1034.24 32.40 ― 20.91 48.84
注１）海外労務輸出欄の完成営業金額は，『中国貿易外経統計年鑑2011』pp.659による。2012年
版にはこの欄は削除されている。
出所：国家統計局貿易外経統計司編，2012，『中国貿易外経統計年鑑2012』pp.615
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に雇用されている雇用者の年間平均賃金4）は全国で36,539元（１ドルおよ
そ6.23元として，5,900ドル），海外派遣労働者が多い江蘇省では39,772元
（6,400米ドル），山東省では33,321元（5,350米ドル）であり，都市部労働
者の年間所得の５～６倍の金額に達している。この平均賃金額は都市部国
営・公営企業の従業員を対象として算出した結果であり，そもそも調査対
象となっていない農村在住者や農民工にとっては，安定した現金収入その
中国の労務輸出政策の内容と展開
4）	 以下の数値はいずれも，［中国国家統計局，2011：123］より引用。
図１　中国の経常収支に占める労働者送金の比重
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ものが乏しい5）。したがって，海外への出稼ぎが中国農村在住者や都市に
出稼ぎにきた農民工にとって，大きな経済的インセンティブとなっている
ことが理解されよう。
海外派遣労働者総数は，中国の労働力人口に比しては微々たるものの，
こうした海外就労の労働者からの送金による外貨収入は，2001年以降2010
年まで経常黒字のほぼ５％前後を占めて，安定した外貨収入源となってい
る［大橋，2012：77］。もっとも，この労働者送金額は，労務輸出の定義
には含まれない個人ベースで海外渡航した労働者等も含まれるので，労務
輸出による労働者送金額を超える金額となっていることに注意しなければ
ならない。しかしながら，中国の経常収支が大幅に黒字になる中で，労働
者送金もまた急激に増加していることは事実である。
3-3　派遣相手先国と対外援助政策の影響
中国の労務輸出先は，表２にみられる。世界の地区別にはアジア地区が
圧倒的に多く，ほぼ85％前後を占める。そのうち，日本がもっとも多く2011
年度末では36.4％で，177,560人であった。日本の登録外国人統計では，
2011年度末の中国人技能実習生数は107,601人，就労目的の中国人在留者数
は195,757人であった。技能実習生は中国の労務輸出制度上，労務派遣労働
者として分類される。日本への労務輸出者数の17.7万人で，日本で就労し
ている技能実習生は10.7万人であるので，７万人の人が技能実習生以外の
カテゴリーで来日していることになる。この数値は商務部認可の労働者海
外派遣企業から得られた数値であるので，技能実習生以外のビザでこうし
た派遣企業を経由している人がおよそ７万人程度いるということになろ
う。そして日本に在留し就労している中国人の９割は，この労務派遣労働
5）	 たとえば，2011年の場合，都市部居住者の一人当たり総収入は全国平均で21,810元（およそ
3,850米ドル）であるのに対し，農村居住者は9800元（およそ1,580米ドル）とほぼ４割に過
ぎない。しかも，農村居住者の収入は73,630戸に対する抽出調査であるから，実態はこれよ
りも低いとみなければなるまい。数値は，いずれも［中国国家統計局，2012：354，364］か
ら引用。
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者カテゴリー，すなわち労務輸出政策の対象となっていることが示されて
いる。
およそ17.8万人という日本向け労務輸出人数の数値は，実態と統計の数
値の差が少ない例として受け止められる。比較的派遣人数が多い韓国やロ
シアでは，韓国あるいはロシアへの輸出者数と実際の受け入れ国での就労
者数のかい離が大きいことはすでに指摘されている［太，2005:76-78；堀
江，2010：157-158］。すなわち，韓国やロシアでは労務輸出枠外のルート
で国外へ出稼ぎに出る労働者の比率が高いが，日本の場合は，中国人労働
者の受け入れルートがロシア，韓国よりも一元化されて技能実習制度にほ
ぼ一本化されていることわかる。こうした受け入れルートの一元化と，日
本は韓国やロシアと異なって国境が海に隔てられているという地理的条
中国の労務輸出政策の内容と展開
表２　輸出相手国別労務輸出人数　（各年度末滞在者数）
2009 2010 2011
人数（人） 構成比（％） 人数（人） 構成比（％） 人数（人） 構成比（％）
総計 450,277 100.0 470,095 100.0 488,409 100.0	
アジア小計 385,257 85.6 397,694 84.6 420,443 86.1 
日本 161,942 36.0	 171,747 36.5	 177,560 36.4	
シンガポール 62,856 14.0	 65,410 13.9	 71,463 14.6	
韓国 36,592 8.1	 38,229 8.1	 40,941 8.4	
マカオ 47,908 10.6	 47,913 10.2	 58,103 11.9	
台湾 12,595 2.8	 12,789 2.7	 10,851 2.2	
香港 19,103 4.2	 20,640 4.4	 21,992 4.5	
アフリカ小計 26,020 5.8 34,380 7.3 29,041 5.9 
モーリシャス 5,667 1.3	 5,454 1.2	 4,931 1.0	
ヨーロッパ小計 26,632 5.9 26,466 5.6 27,421 5.6 
イギリス 1,202 0.3	 1,135 0.2	 1,027 0.2	
ドイツ 4,529 1.0	 4,878 1.0	 4,978 1.0	
ロシア 17,018 3.8	 16,661 3.5	 17,527 3.6	
北アメリカ小計 4,387 1.0 3,726 0.8 3,172 0.6 
アメリカ 3,475 0.8	 3,190 0.7	 2,672 0.5	
出所：表１に同じ。pp.628-631
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件，さらには日本の厳格な出入国管理政策によって，中国人の不法就労者
数は韓国やロシアと比較して非常に少ないのではないかと予想される。
労務輸出先国を示した表２と比較すると，請負工事受注に伴う労働者派
遣国は大きく異なる（表３参照）。工事受注に伴う労働者をもっとも多く派
遣している地区はアフリカであり，アンゴラ，アルジェリアが多く，次い
でアジアでもサウジアラビアやミャンマーが多い。一方，日本や台湾は極
めて少ない。これは，中国の対外請負工事の受注は，単なる市場での取引
表３　受注先国別海外請負工事派遣労働者数（各年度末滞在者数）
2009 2010 2011
人数（人） 構成比（％） 人数（人） 構成比（％） 人数（人） 構成比（％）
総計 326,861 100.0 376,510 100.0 324,018 100.0 
0.0 0.0 0.0	
アジア小計 142,741 43.7 157,113 41.7 150,496 46.4 
日本 463 0.1 497 0.1 104 0.0	
シンガポール 20,808 6.4 20,709 5.5 12,666 3.9	
韓国 628 0.2 697 0.2 130 0.0	
台湾 4 0.0 22 0.0 7 0.0	
サウジアラビア 16,472 5.0 18,422 4.9 24,363 7.5	
ミャンマー 7,976 2.4 17,450 4.6 16,012 4.9	
アラブ首長国連合 24,162 7.4 19,591 5.2 9,621 3.0	
0.0 0.0 0.0	
アフリカ小計 161,336 49.4 195,584 51.9 152,038 46.9 
アルジェリア 46,039 14.1 40,625 10.8 31,858 9.8	
アンゴラ 25,620 7.8 25,925 6.9 33,159 10.2	
0.0 0.0 0.0	
ヨーロッパ小計 8,939 2.7 8,810 2.3 7,606 2.3 
スペイン 1,321 0.4 1,057 0.3 1,048 0.3	
グルジア 16 0.0 96 0.0 752 0.2	
ロシア 4,439 1.4 4,148 1.1 3,233 1.0	
北アメリカ小計 785 0.2 742 0.2 461 0.1 
アメリカ 743 0.2 633 0.2 350 0.1	
大洋州・太平洋島嶼小計 2,862 0.9 3,680 1.0 4,491 1.4 
パプア・ニューギニア 1,879 0.6 1,238 0.3 1,013 0.3	
出所：表１と同じ。pp.624-627
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行為として行われているのではなく，開発途上国への経済援助，軍事援助
という政治目的から始まったことと無関係ではない。特にアフリカの資源
国に対しては，その地の資源確保と引換えにインフラ整備を請け負うとい
う形の工事受注を行ってきた。中国の経済援助は，自国を開発途上国とし
て位置づけて海外から援助を受けながら，他方では南―南の間で援助とい
う形で他国へ開発援助を行なうという「国際開発援助の分野における二重
の身分」［日本国際問題研究所編，2012：105］ともラべリングされるよう
な性格を有している。
中国政府の貿易統計では，サービス貿易の一部を構成する労務輸出を，
「労務合作」（労働者協力）として「協力」という言葉で表現している。こ
れはすでにふれたように，建国直後の労務輸出が請負工事受注に伴うもの
であり，その請負工事が市場ベースというよりも，国際協力の性格を強く
持っていたからである。現在でも中国の対外援助は，「貿易，投資，援助三
位一体型」とも言われて，貿易が市場取引と援助の狭間におかれている［日
本国際問題研究所編，2012:　21-23］。
そこで次に，本来ならば経済・雇用政策の意味合いを持つ労務輸出政策
が，政治目的を持つ対外援助政策の影響を受けるとどのような政策上の変
化が見られるだろうか，という点を検討してみたい。市場取引の場合，取
引主体は国営や公営の企業であっても，そこで就労する労働者はその取引
から利益を得ることが当然視されるだろう。しかし，それが市場取引では
ないとするならば，援助や友好促進といった政治目的が最優先されて，本
来の利益活動は第二義的な位置づけに留めおかれよう。したがってそのプ
ロジェクトに関わる労働者は本音では経済的動機づけが目的であっても，
プロジェクトに参加する限りその本音については表明できない，ないしは
表明しにくいことになろう。
そして第２に，経済援助の主体は国家であるから，援助に関わる人は国
家目的の下で働くことになり，そこには個人の選択，自発性の発揮の余地
が非常に少なくなる。国家の命令のもとに，海外派遣の労働者として就労
中国の労務輸出政策の内容と展開
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するという性格が強くなってこよう。
すなわち，個人にとって経済的動機づけの表明が難しい点と国家目的が
優先されるという２つの点が指摘できよう。その結果，こうした特徴は労
務輸出政策下にある，中国人技能実習生についても基本的に指摘できる点
であろう。ここからは推論される点であるが，日本に来日する中国人技能
実習生の場合，労務輸出という枠組みで来日するのであるから，中国の労
務輸出政策がその創設当時に持っていた性格の影響を何らかの形で蒙って
いると言えなくはないだろう。
たとえば，一般的に中国人技能実習生に対して外部の日本人が調査で面
接しても，基本的には決まりきった建前しか答えない。彼らは来日目的に
ついていくら質問されても，「先進国日本の技術を学ぶために来日した」と
しか答えず，またそのように答えるように中国の派遣企業から厳しく指導
されているようだ。同じように，技能実習制度は技術習得が本来の目的で
あるので，彼らの来日前の職業について，あるいは帰国後の職業について
も予め決められた内容でしか答えない。結局，技能実習生自身の本音や生
活実態を知られることについては極度に用心深くなっているようだ。国家
の制度的枠組みの中で海外出稼ぎに来ているという意識を日本でも，また
母国でも忘れないようである。そして，金を稼ぎに来たという本音の部分
を表面化しにくければしにくいほど，実際の就労場面では，態度によって
金銭への執着を示す。最低賃金以下でも喜んで帳簿外の残業を引き受ける
などの態度を技能実習生が示すとき，彼らの建前と本音の大きな乖離を感
じざるを得ないのである。
3-4　海外派遣労働者の業種，職種と技能レベル
海外派遣労働者，すなわち労務輸出される労働者の業種と職種について
は近年の数値は明らかにされていない。2004年度の数値によれば［海外職
業訓練協会，2009ｂ］，海外派遣労働者53万人のうち，製造業37.6％，建設
業26.3%，農林漁牧畜業が13.6%の比率であった。この比率は，請負工事及
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び労務輸出の両者の人数を合計した比率である。最近年の2007年の数値は
表４に整理したが，建設業36.3％，製造業32.4％，農林漁牧畜業が10.6%の
比率であり，2004年の数値とでは製造業および建設業の順位が入れ替わっ
ているが，両者でほぼ1/3ずつを占めていること，農林漁牧畜業がほぼ１割
であるは共通していることがわかる。
請負工事による派遣労働者がこの比率に含まれているために，建設業の
占める割合が高いこと，また製造業の比率が高く，農林漁牧畜業の比率も
第３位を占めていることが中国の労務輸出政策下での派遣労働者の業種の
特徴である。一方，日本に相当数流入しているIT関連技術者を含む情報サ
ービス業などの専門職の派遣は少なく，全体として低熟練労働者が多い産
業に集中していることがわかる。
職種別統計にはアクセス不可能であった6）が，小分類がある職種は次の
とおりである。農林漁業では，漁船船員，農業栽培，製造業では紡績工・
中国の労務輸出政策の内容と展開
6）	 中国では海外請負工事受注のための協会（対外承包工程商会）がこうした数値をHP上で発
表しているが，会員以外の外部者にはアクセス不能であった。
表４　2007年度末在外労働者の業種別構成
（％）
農林漁業牧畜 10.6
製造 32.4
建設 36.3
ホテル・レストラン 3.7
科学・教育・文化スポー
ツ・保健医療 6.4
交通・運輸 7.3
設計・コンサルティング 0.5
情報サービス 0.2
その他 8.7
中国商務部対外投資統計より作成
出典：商務部編『中国サービス貿易発展報告2008年』
引用：http://tradeinservices.mofcom.gov.cn./c/2009-11-09/78191.shtml
2012年11月15日引用
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縫製工，電子工，機械加工，交通運輸業では，船員，航空乗務員，レスト
ランサービス業では中華料理人，科学・教育・保健医療業では，看護師，
漢方医などである。そのうち中国文化を代表する，中華料理人や漢方医な
どの派遣は，各職業別の派遣企業が中国各地区にあり，そうした企業を通
じて海外派遣が行われている。船員もその職種の一つであり，韓国船籍の
乗組員は多くが中国人船員であるとされている。ただし，こうした熟練職
種の派遣労働者数は全体として見るとわずかであることがわかる。また中
国では刺繍技術が伝統工芸として長い歴史を持ち，また紡績・縫製に関し
ては清朝時代からの伝統があるので，紡績・縫製工の労務輸出も伝統的職
種と言えなくもないが，料理人や漢方医と異なって，派遣先国での職場は
紡績・縫製の近代的工場であるために，伝統的技能がそこで生かされてい
るとは言えないだろう。さらに，工事請負で工場建設を受注した場合には，
建設労働者ばかりではなく，工場稼働に必要とされる経営者や労働者も派
遣される場合があり，それが製造業での派遣につながっている場合もあろ
う。例えば，イラクへのプラント輸出に伴い，セメント工場，紡績工場，
アパレル工場への経営・技術スタッフを派遣した事例があるという［丸川，
1991:38］。
日本の場合，技能実習制度では農業，建設業，製造業での受け入れが可
能であり，狭義の労務輸出では日本への派遣人数が1/3強を占めていたこと
を考えると，表4の数値は日本の受け入れ業種の構成とも共通点が見られ
る。
労務輸出される労働者の技能レベルは比較的低く，したがって労務輸出
として特定化される職種は，大半が低熟練職種に集中していることが特徴
である。たとえば，ロシアでは極東の沿海地方ではロシア市民の供給不足
が顕在化しており，建設業，農業，小売業の非熟練職種に中国人労働者が
（正規の派遣者，不法就労者を含めて）構造的に組み込まれているという。
そして受け入れ国であるロシアとしては，①中国からの労務輸出の責任と
権限が，中央政府に一元化されているのではなく，個々の省レベルに分権
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化されていること，②派遣企業のうちでも質の低い中小企業が，研修が不
十分なままに契約労働者として派遣していること，③労務輸出に関しての
国家指導が不十分であること，の３点について中国の労務輸出政策への不
満を述べている［堀江，2010:	158］。　
労務輸出される労働者の能力については，送り出し側である中国政府も
重要視している。派遣先国の言語，文化の習得を奨励しているばかりでな
く，それに加えて派遣先で就業する職種の技能訓練などが中央政府，地方
政府，民間派遣企業などの労務輸出に携わる各関連諸団体，企業で実施さ
れている。それはたとえば，中国各地にある「派遣基地」の設立が増加し
ている点からも証明されよう。この派遣基地とは海外派遣労働者向けの職
業訓練機関でありかつ職業紹介機関でもあり，日本以外の国を想定してい
る場合もあるが，その多くは日本への送り出しを前提に訓練を実施してい
る7）。しかし，上海市のように経済的に発展して，送り出し職種にソフト
ウェア技術者，高級コック，漢方医などの専門職，技術職が派遣者数の３
割を占めるような地区を除くと8），現状では派遣労務者の技能レベルは未
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7）	 各地方政府が直接運営する事例と，地方政府が民間企業と協力しながら運営する事例があり，
後者の場合は，地方政府の下にある企業のうちから訓練に適切な工場を選んで派遣基地に指
定している。日本の地方自治体が運営する認定職業訓練校は，職業訓練資格を有すると認定
した企業に対して，自治体の援助の元に職業訓練を実施しているが，中国の派遣基地も類似
の性格を持っているものと思われる。
　海外派遣を希望する労働者は，比較的安価な登録料を支払えば派遣基地で訓練を受けられ
る。派遣会社は，①こうした派遣基地の登録労働者，②あるいは省内に自ら張り巡らしたネ
ットワーク（省内の主要都市におかれた提携先の派遣会社）からの推薦者，の両者のルート
を使用して海外の雇用主が求める人材を募集するのである。労務輸出に熱心な山東省の場合，
2010年時点で省内の派遣基地は15か所あり，2-3年のうちにさらに7か所の増設を検討してい
る。（2010年8月5日，山東省の派遣会社A社からのヒアリングによる）
　ただし，日本の職業訓練機関と異なる点は，日本の場合は，職業訓練修了後に職業紹介が
行われるが，中国の派遣基地は職業紹介後に訓練が行われることも多い。それは，日本の技
能実習制度は技能移転という制度趣旨の上から，派遣先職種と母国での職業の一致を求める
（前職要件）ため，農民がそのまま日本に工業的職種と中心とした技能実習生として来日す
ることは不可能である。そこで，技能実習生の採用テストに合格した人は，職業訓練と前職
要件を満たすために，派遣基地が指定した工場で短期間就労することになる。したがって派
遣基地の性格も，きちんとした訓練を実施する機関から，単なる個人のブローカーが運営し
ている職業斡旋会社まで多種多様である。
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だ高くない。
４．労務輸出の歴史
ここで現在の労務輸出の性格を知るために，簡単にその歴史をみておこ
う。
4-1　前史　1950年代～1979年
中国の労務輸出は，本格的には1979年の改革・開放後に始まったが，そ
の前史ともいうべきは，1949年に新中国が建国された後の海外援助政策に
ある。1950年代からの，無償援助あるいは融資によるプロジェクト援助は
アジアやアフリカの諸国やアルバニアなどの発展途上国向けの南―南援助
であり，無産階級国際主義の理念のもとに，海外工事請負とそれに伴う労
務輸出という形態で援助が行われた。トップダウン方式であり，かつイデ
オロギー優先の援助であったために，援助規模が大きすぎて国力を越えて
いる，あるいは援助対象国の実需とはかけ離れた援助であるために，援助
の効果に疑問がある，といった援助にまつわる批判がみられた。しかし発
展途上国での工事請負の受注経験が，当初は中国の国営企業，その後は民
間の建設請負企業に対して，海外請負工事受注と労務輸出のノウハウを蓄
積させたのであり，海外援助を実施したことの意義はみられるという［馬，
2007：215-220］。
ただし，発展途上国向け海外援助として労務輸出が開始されたために，
送り出される労働者の技能レベルについて当初は問われることが少なかっ
た。労務輸出とされた海外請負工事が金銭を媒介にした取り引きではなく，
直接的な見返りを求めない援助であったこと，また請負工事受注先での職
務が建設労働中心であったために，中国人派遣労働者が工事現場に建設さ
8）	 http://baike.baidu.com/view/167357.htm#1　（2012年11月23日引用）
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れた飯場に現地の住民からは隔離されて生活したこと，などの事実を考慮
すると，当時の海外派遣労働者が派遣された現地の言語と文化を理解する
必要性も，また支払われた賃金に見合う生産性をあげる必要性も共に強く
は求められていなかったように思われる。現在，中国人技能実習生を受け
入れている日本企業が，技能実習生に求めている技能レベル及び職務遂行
に必要とされる日本語能力と，実際に技能実習生が有している技能レベル，
日本語能力との間には大きな格差があるだろう。中国の労務輸出が当初の
海外援助の性格を失っていく中で，派遣労働者の技能レベルについては逆
にその必要性が問われるように変化していったものと思われる。
4-2　拡大発展期　　1980年-1995年　
中国の労務輸出は政治・経済の改革開放が行われた1980年以降，拡大発
展期を迎える。国内が徐々に市場経済へと移行するに従い，労務輸出も政
治目的の経済援助から，外貨獲得の手段として重視されるようになって，
経済目的の比重が増した。この時期の当初は，中央政府の対外貿易部によ
って，国営企業の各地の関連部門から人事異動命令という形で労務輸出が
なされた。派遣者は，転勤の形で海外に派遣され，派遣後は元の職場に復
帰した。しかしこうした形での直接派遣では人数の上でも制約があり，
1985年から各省と市の対外経済連絡局が，「国際経済技術合作公司」とい
う外郭団体を設立して労務派遣機関としての業務を担うようになった。た
だその責任者と中間管理職のほとんどが各地の政府と対外経済連絡局の幹
部によって兼担された［陳，2010：106］。当時は，対外労務合作権は，各
地域につき１機関にのみ付与されたので，事実上は対外労務輸出の業務は
地方政府の独占状態であった。
日本への研修生送り出しに限定すれば，この時点で四つあり，一つの研
修生送り出しルートの一つは商務部ルート，他の一つは外国専家局（国家
人事部の管轄下の行政機関）ルートによる専門技術職の海外派遣であった。
その他は，中華全国総工会系が組織化した中国勤労者対外交流センターと
中国の労務輸出政策の内容と展開
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労働部が組織化した職業訓練機関を中心とする中国職業技能開発交流セン
ターの二つであるが，職業技能開発交流センターは2008年に廃止された。
また対外交流センターの方も，2009年に労働部が人的資源・社会保障部に
改組されたことに伴い，「人力資源・社会保障部国際交流服務中心」と改組
され，継続的な受け入れは行われているが事業実績は僅かである。それに
比して，主として商務部ルートの派遣企業を束ねる中日研修生機構
（CITCO）傘下の派遣企業は企業数の上でも，また派遣人数の上でも飛躍
的に拡大した。専家局ルート，総工会系ルート，職業技能開発交流センタ
ールートのいずれもが，国営企業を主たる送り出し企業としており，こう
したルートによる実習生送り出し事業は当初の技能移転，技術交流という
友好目的にさしたる変更を加えず，いわばビジネスとしての性格が希薄な
まま事業活動を継続していた。しかしこの間，商務部傘下の民間資本によ
る派遣企業は経済的目的を第一の活動目的として事業拡大を図ってきたの
であり，そうした事業活動がこの時期の労務輸出を大きく発展させたもの
といえよう。
さて，以上のような対日本送り出しルートの多様性を除くと，中国の労
務輸出は，主として商務部傘下の国際経済技術合作公司が許認可した労務
輸出企業が担っていた。このルート以外に新たに労働部（現，人的資源社
会保障部）による労務輸出ルートが1994年に確立された。当時の労働部は，
海外派遣労働者の管理及び保護の目的で労働部独自の権限により労務輸出
企業を認可するようになった。工事請負の受注は依然として商務部ルート
に依る以外はなかったが，それ以外の労務輸出については，労働部認可の
派遣企業に通じても実施可能となったのである。これ以降，2008年に労務
輸出業務が商務部に再度，統合されるまで，労務輸出業務の認可を得た派
遣企業は，商務部系列と労働部系列とに二元化されたまま併存することに
なった。労務輸出業務が，関係機関にとって大きな利益の源泉であったこ
とは，こうした関係機関の動きからも推測される。
また中央政府は，「走出去（海外進出）」の対外政策を，改革・開放政策
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の一環として位置づけ，労務輸出政策も対外貿易促進の一部としてきた。
具体的には第８次５か年計画（1991-95）で，労務輸出政策を本格化させて
いる。その結果，1991年末の労務輸出に伴う年末在外就業者数は6.83万人，
95年末では22.59万人であり，この間，3.3倍に拡大したのである。
こうした中国国内の変化は労務輸出先国の日本にも影響を与えずにはお
かない。中央政府以外の各省，各市，また商務部系列の派遣企業，労働部
系列の派遣企業と派遣機関が多様化していった結果，派遣企業間の競争も
あり，対日労務派遣者数も増加していった。1980年代後半の好景気下で日
本の中小企業は人手不足をきたし，これが中国人研修生（当時）にとって
のプル要因として機能し，受け入れ研修生数が増加した。他方，中国側の
労務派遣政策の許認可の範囲拡大に伴う派遣企業の増加は，中国人研修生
増加のプッシュ要因とみなせよう。日本では，研修生受け入れのための管
理組織として1991年に財団法人国際研修協力機構（JITCO)が設立された
が，その中国側のカウンターパートとして中日研修生協力機構（CITCO)が
1992年に設立されている。また1993年からは研修生期間1年間と，その後
の就労を１年間認めた技能実習制度が創設され，日本側の受け入れ態勢も
整えられていったのである。
4-3　労務輸出制度の整備期　1996年から現在まで
労務輸出者数は，表１でみたように年末在外就業者数でみると，1996年
の24.66万人から2002年の41.47万人に順調に拡大した後，2000年代になっ
てからはほぼ40-50万人のままで推移している。
出証権という労務輸出の権利，いわゆる対外労務合作経営権は中央政府
から地方政府へと徐々に授権範囲が拡大してきたが，民間企業にもこの出
証権が徐々に許可されるようになった。この時期以降，労務輸出業に参入
する企業が増大したこともあって，労務輸出業を経営する企業への認可基
準が明確化されるようになった。この背景には，2001年に中国がWTOに加
盟したことも影響しており，輸出品目としては工業製品である中国製品の
中国の労務輸出政策の内容と展開
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みならず，労働力である人についても世界の労務輸出先国に対して，労務
輸出を拡大したいという政策的な意図が存在したものと思われる。すなわ
ち，労務輸出を拡大促進するために，業界の標準化を図り，不適切な業者
を排除することが試みられたと解釈できよう。
2002年に旧労働部は「国外就業仲介管理規定」を制定した。これによれ
ば，仲介機関は法人格を必要とするが，所有制に関わらず労務輸出業務を
申請することが可能となり，労務輸出業の市場化が図られた。ただし，こ
の規定は新規参入者を規定するものであって，すでに商務部から認可を得
て営業している企業，ないしはそうした企業の傘下にあり，独自の営業許
可を持たないが，親会社の看板を借りて営業している企業にとっては特に
必要とされる法律ではない。
一方，商務部は労働部に遅れること２年，2004年に「対外労務合作管理
規定」を発表し，労務輸出業務への民間企業参入を許可するようになった。
民間企業参入を許可するにあたり，この規定は主として次のような資格を
企業に求めている［小林，2012：12－13］。
１）法律に基づいて登記登録した企業法人であり，３年以上登録してお
り，登録資本金が500万人民元を下回らないこと。中西部地区の企業
の場合は300万人民元を下回らないこと。
２）相当な経営能力があり，資産負債率が50％を超過せず，不良行為の
記録がないこと。
３）固定した経営場所を有し，事務所面積が300平米を下回らないこと。
４）健全な管理制度を有し，ISO9000品質マネジメントシステムの認証
を取得していること。
５）対外労務協力準備金を納付するに足る能力を有すること。
６）大学程度の専門学校（大専）以上の学歴または中級以上の職階を有
する対	外労務協力の専従職員が少なくとも５人，育成訓練管理人お
よび財務担当者の専従職員がそれぞれ少なくとも２人，法律担当者
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が少なくとも１人いること。
７）相応の市場開拓能力および現場管理能力を有すること。
８）一定の業務基礎があり，直近３年に対外労務協力経営資格のある企
業に外国派遣労働者を少なくとも300人提供したこと。
以上の規定は，中国の人材派遣業界全体の規模や資本金を考えると，海外
派遣を業務とする派遣企業にとっては，経営資格認可企業を非常に絞った
内容となっている。なぜならば，人材紹介・派遣業務はいわゆるブローカ
ー業として，電話一本，事務所一つあれば開業可能な事業であり，それだ
けに参入障壁が低く，派遣労働者を搾取する悪徳業者がはびこる余地があ
る。そうした業界で営業する企業に対して，相当厳しい経営資格を求めて
いるのがこの2004年の「対外労務合作管理規定」なのである。
その後，2008年に許認可権限の二元化が廃止された。商務部は，労務輸
出を管轄し，一方，人的資源社会保障部（旧労働部）は，国内労働者の職
業紹介，保護にあたることに業務区分が再統合された。またさらに2004年
に商務部が発表した「対外労務合作管理規定」は最近年の2012年にも改正
され，旧規定以上に規制が強化された。たとえば，資本金が従来の500万元
（1元=13円換算でおよそ6,500万円）から600万元（7,800万円）に増額され
たほか，派遣労務者の賠償金準備として準備金が従来の100万元（1,300万
円）から300万元（3,900万円）へと増額された。こうした規定に基づく労
務輸出業経営の経営資格は，各地方政府の対外経済貿易主管部門によって
３年ごとに見直され，優良企業にはAAAマークが付与される。実際のとこ
ろ，現在の中国の物価水準をみると，この経営資格管理規定によって規定
されている資本金額，賠償準備金額ともに巨額であり，労務輸出業への新
規参入は一般の人にとっては無縁のものであるように思える。
中央政府は以上の規定にみられるように，経営資格を精査し厳格化する
ことによって，海外派遣労働者の保護を行い，労務輸出政策が安全に実施
されることを担保すると共に，中国の派遣企業の信用を保証することで労
中国の労務輸出政策の内容と展開
100
務輸出業務そのものの拡大を目論んでいると思われる。実際，労務輸出の
姿を借りた人身売買，死亡を伴う労働災害の発生，輸出先国での事前契約
と異なる業務の強制，予期せぬ現地でのテロの発生など，労務輸出には実
にさまざまな危険が伴う9）。
日本で受け入れる場合は，国内の治安が確保されていること，技能実習
生を含む労働者に対する労働基準法適用が他の労務輸出先国よりも徹底化
されていること，などの諸条件が整備されている。そのため，技能実習制
度の枠組に対する問題の指摘はあるが，技能実習生受け入れ機関である日
本の派遣企業（受け入れ監理団体）への規制強化の要望はそれほど広がっ
ていない。そもそも日本で技能実習生受け入れを行う監理団体10）に対する
規制は，中小企業団体に関する中小企業団体法に適えさえすれば，「職業紹
介資格の取得」が唯一の政府規制であり，中国にみられるような労務輸出
業務許可のような許可制をとっていない。
以上，中国の建国後の労務輸出の歴史をみると，その政策が徐々に規制
緩和され，労務輸出の主体が，国家の手から地方政府へ，そして民間企業
へと拡大していったことがわかる。しかし，輸出先国の一つであり，かつ
最大の受け入れ国である日本の側から見ると，中国の場合，派遣企業の許
可という行為を通じて，労務政策に対する国家の権力の影響する度合いが
非常に大きい。日本の外国人労働者受け入れ政策は，受け入れ職種の限定，
受け入れ期間の限定という形で国家が外国人労働者受け入れを間接的に管
理している。他方，中国の場合，労務輸出政策における海外労働者派遣企
9）	 たとえば，近年の事例では次のような事例がある。2011年に発生したリビアの内戦の際には，
現地での受注プロジェクトに派遣されていた中国人建設労働者が反政府軍に襲われ，中国政
府は中国から飛行機を手当てして労働者のリビアからの脱出を図った。あるいは，2013年
１月にアルジェリア国内で発生した武装テロによる襲撃で，石油開発現場に就業していた日
揮関連の日本人社員10人が殺された事件は私たちの記憶に生々しい。
10）	 実質的には日本企業へ技能実習生を派遣する企業である。従来の中小企業団体以外に，近年
は民間の派遣企業が実習生受け入れ目的で中小企業団体を組織する事例が多くなっている。
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業に対して極めて強力な政府管理が行われている。これは中国が，社会主
義国家であるという事実から発生しているともいえるが，それと同時に，
労働者送り出し国として，海外で就業中の労働者の安全確保と保護を行う
ための管理であろう。さらに付加すれば，中国の労務輸出業の信用を高め
てその業務の拡大と発展を目指した措置であるとも言えよう。
５．地方政府の労務輸出政策
5-1　出証権の認可
中国では，中央政府の法律がそのまま全国各地の企業へ影響するという
よりも，各省政府，直轄市政府などの地方政府を介して現場に影響を与え
ることが多い。労務輸出政策についても例外ではない。第３節で触れたよ
うに，中国人出稼ぎ労働者を受け入れているロシア側の不満の一つは，労
務輸出の責任と権限が，個々の省レベルに分権化されているという事実で
あった。
現在では出証権（労務輸出経営権）の認可は商務部に一本化されたが，
実際の認可過程は複雑である。まず第一段階として，各地方政府の商務部
系列である商務局や「対外貿易経済合作局」に書類を提出し，資格審査と
書類上の不備がないかのチェックを受ける。その次の第二段階では，「対外
貿易委員会」が審査を行い，最後の第三段階ではじめて中央政府である商
務部の審査をうけるというシステムとなっている。したがって，実質的に
は各地方政府による認可が労務輸出を業務内容とする派遣企業にとっては
重要となっている。
前節でみたように，出証権は初期の国営企業の占有状態から徐々に地方
政府やその関連企業，民間企業へも許可されるようになって，公営企業か
ら民間企業にも拡大した。それに伴って労務輸出企業数も増大した。しか
し，こうした結果として逆に出証権付与に関する公的規制が強まり，2012
年の「対外労務合作管理規定」のような形の改正が行われていることはす
中国の労務輸出政策の内容と展開
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でに指摘した。
煩雑な審査過程を経た出証権の認可とその維持（３年ごとの審査をクリ
アする）のために，関係者には多大な時間と労力が必要とされるだろうこ
とは想像に難くない。そしてこの時間と労力は結局，労務輸出に伴う費用
として計上されざるを得ない。一方，派遣企業の収入源は派遣労働者から
の管理費用と斡旋先雇用主からの管理費用しかないのであるから，そのど
ちらか，あるいは両者の管理費用から，労務輸出に伴う諸経費が負担され
ていることになる。その結果，本来は派遣労働者の保護を目的として設置
された制度が，他方では労務輸出費用を押し上げ，派遣労働者が海外で獲
得する賃金から差し引かれるという実態となっている。この点は労務輸出
政策上の矛盾であろう。
移民政策は，受け入れ国の受け入れ政策の側面でも種々のディレンマが
あるが，送り出し国における送り出し政策の側面でやはりディレンマがあ
る。それは，理念的には労働移動の自由が保障されている労働市場に対し
て，国家が出証権認可という形で介入し，国境を越えた労働移動に対して
国家が制限を付すからである。出証権認可制度は，派遣労働者の出国費用
を引き上げ，結果として労働者の家族への送金総額を引き下げている。海
外派遣にともなう安全と保障の程度を高めれば高めるほど，労務輸出に伴
う費用が増大するというディレンマが生じてしまう。こうした場合，国家
は外貨獲得，雇用機会確保など労務輸出のメリットと，労務輸出に関する
規制の在り方について，常にバランスのとれた判断を求められよう。
5-2　出証権なしの企業の存在
出証権の認可基準が厳しくなればなるほど，出証権認可企業の価値が高
まり，他方，出証権をもたない企業が多数輩出される。ところで，労務派
遣企業の業務内容だけをみれば，これは一種のブローカー業であり，格別
な生産設備，場所を必要とせず，電話，ファックスなどの通信手段とその
ための事務所さえあれば参入できる業態である。いわば資本を必要としな
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いために，本来は参入障壁が非常に低い産業である。そのため，業界内の
派遣企業の中にはヤクザ組織や犯罪組織に近い企業もあり，そうした不適
切な企業を排除し，派遣企業の信頼性を高めるために出証権制度が設置さ
れたといってよいだろう。
海外への人材斡旋，海外労務輸出業が利益をもたらせばもたらすほど，
参入障壁が低い業界への新規参入希望者が増大するが，一方では出証権認
可は厳しくなるばかりであるので，意図せざる結果として，派遣業界での
出証権なし企業の増加がみられる。出証権なし企業とは，企業規模５～６
人で労務輸出業を営むブローカーといってもよいだろう。事業内容は出証
権を持つ企業と同じで，労働者の募集・育成・研修・労務輸出先企業への
紹介を行っている。出証権を持たないという事実が，必ずしも悪徳業者を
意味するとは限らない。大手派遣企業で労務輸出を担当していた人が，自
分の担当した日本の得意先企業を抱えて独立する事例などが見られる。し
かし企業として労務輸出業務経営権を持たないために，出証権を持つ大手
派遣会社の名義を借りて実際の労務輸出業務を行っているのである。そし
て現実に名義を借りる場合は，貸す企業，借りる企業とも相互に営業圏を
侵さないよう，他地域，他の省の異なる商圏を持つ企業間で出証権の貸借
関係をもつ傾向にある。
労務輸出企業の事業内容を見ると，その内容はどちらかといえば大企業
よりも中小企業に適したものである。派遣労働者の職業訓練教育，語学教
育などの派遣前教育と，パスポート取得などの事務手続きについては規模
のメリットが働くが，派遣企業の主たる業務は，それ以上に派遣先企業が
求める優秀な人材を確保することにある。そのため，派遣企業は現実には
農村地域を回って海外への派遣労働者を掘り起こす業務と，労働者が海外
就労中にそれぞれの送り出し家族のケアをする業務を行っている。現実的
には，派遣労働者の側のニーズに即したこうした派遣企業からの肌目細か
な面倒見がなければ，文化資本に欠ける低学歴者中心の農村在住者を海外
へ継続的に派遣する事業は成立しないであろう。そしてこうした面倒見と
中国の労務輸出政策の内容と展開
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配慮は，官僚制組織の中で活動する派遣大企業ではなく，小回りのきくこ
うした小規模な企業でしか行えないような業務である。
以上のように，出証権をもたない中小規模の派遣企業でもそれなりの存
在意義はある。中国の労務輸出業の場合は，名義貸しに対する罰則はみら
れない11）。そこでこうした出証権なし企業の存在をどう位置づけるかは，
先の「対外労務合作管理規定」では何も示されていない。その結果，各地
方政府あるいは市によって出証権なし企業の取り扱いが異なる。たとえば，
大連市はこうした出証権のない企業も，労務輸出業の供給源であると位置
づけて，大連市独自の出証権認可を行い，経営資格を改めることによって
業界の秩序形成をはかっている12）。一方，威海市はこうした規模の小さい
出証権のない企業は，派遣労働者の教育訓練不足と，海外労働市場に関す
る情報不足の元凶であるから，労務輸出業界の発展上好ましくないと考え，
排除する政策をとっている。
大連市も威海市もいずれも日本に毎年，多数の技能実習生を送り出して
いる地域である。その地区がこのように異なる政策を取っているというこ
とは，出証権なしの企業がどれほど多数存在しているか，またその管理が
如何に難しいかを如実に示しているように思える。
5-3　労務輸出大企業と主たる労務輸出地域
労務輸出業界は，大手企業から社長一人といった個人企業まで実は多数
の出証権なし企業で構成されている業界である。そのうち，大企業は表５
にみられるとおりである。その特徴は，以下のような３点にまとめられよ
11）	 日本の技能実習制度では，書類上の受け入れ団体と実際に受け入れている団体が異なる場合
は，「名義貸し」として入管法違反の事例に該当する。
12）2005年時点の通達であるが，大連市「対外労務合作仲介機能経営資格に関する通達」では，
登録１年以上の法人で資本金が50万元以上の企業，直近２年間に，対外公司に100人以上の
労働力を提供した企業，オフィス面積100㎡以上，その他，職員２名以上，外国語ができる
職員１名，法律専門職員１名以上を有する，などの要件が規定されている［常，2005:	86］。
これは商務省の「対外労務合作管理規定」よりすべての面で緩やかな基準となっている。一
方，中央政府の規定は，資本金，職員数などこれを大きく上回る［小林，2012］参照。
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う。
第１に，労務輸出が当初は経済援助と一体化し中央政府の独占であった
歴史的経緯があるために，労務輸出大企業は国営企業主体であり，また地
方企業であっても，その設立・運営主体は省，直轄市，単列市など公営企
業の性格をもっていることである。
第２に，日本のJITCOが認定している認定送出し機関は，表中の国営企
業はすべて含まれ，また地方企業では，遼寧省（大連市），河南省，山東省
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表５　大規模労務輸出企業名と派遣者数　（2010年度）
単位:人
順位 企業名 国営・地方
JITCO認
定送出し
機関
年間
派遣者数
年末在外
就業者数
1 中海海員対外技術服務有限公司 国営 ○ 5,890 4,026
2 泉州中泉国際経済技術合作（集団）有限公司 地方 5,702 4,241
3 中国大連国際合作（集団）股份有限公司 地方 ○ 4,419 6,056
4 長砂市対外経済貿易有限公司 地方 4,097 6,115
5 中国河南国際合作集団有限公司 地方 ○ 3,725 3,825
6 威海国際経済技術合作股份有限公司 地方 ○ 3,637 6,183
7 珠海国際経済技術合作公司j 地方 3,112 6,132
8 広州対外経済発展総公司 地方 3,104 3,496
9 湖南国際工程建設有限責任公司 地方 ○ 3,083 5,679
10 厦門海隆対外労務合作有限公司 地方 2,663 2,050
11 河南君誠対外経済技術合作有限公司 地方 2,457 2,060
12 上海遠洋対外労務有限公司 地方 2,435 2,266
13 中国山東対外経済技術合作集団有限公司 地方 ○ 2,337 4,674
14 中遠対外労務合作公司 国営 ○ 2,311 3,129
15 中国厦門国際経済技術合作公司 地方 2,300 4,384
16 北京鑫裕盛船舶管理有限公司 地方 2,266 2,081
17 中海国際船舶監理有限公司 地方 2,208 1,516
18 烟台国際経済技術合作有限席に公司 地方 ○ 2,201 4,635
19 中国国際技術智力合作公司 国営 ○ 2,005 4,958
20 中建国際労務有限公司 国営 ○ 1,916 3,316
出所：中国商務部（2011）『中国商務年鑑2011』中国商務出版社，pp.205
JITCOホームページ　http://www.jitco.or.jp/send/situation/china/sending_organizations.html
2012年11月26日引用
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（威海市，烟台市）など沿海部に位置する企業が多い。たとえば，第３位に
ある大連国際合作股份有限公司は大連市が経営する地方企業で，2010年度
の年間派遣者数は4,419人，年末在外就業者数は6,056人である。2008年に
実施した同公司へのヒアリングでは，日本への派遣者数はおよそ毎年1,000
人で，在日実習生数はおよそ3,000人であった。同公司派遣の在外就業者の
およそ半数は日本向け技能実習生であるということになる。
第３に，労務輸出業の大企業は，ほとんどが労務輸出業以外の業務を営
んでいる総合商社型企業であり，日本向け労務輸出はその一部門に過ぎな
い。他の業務は，広義の労務輸出を含む請負工事受注であり，これは請負
工事も労務輸出も，元来は海外援助，海外投資のサービス貿易部門に位置
づけられていることから当然であろう。その他の業務は企業ごとに異なる
が，韓国向け，シンガポール向けの労務輸出，あるいは旅行代理店業務，
船員派遣，中国料理コック派遣，輸入自動車販売代理店，派遣労務者の派
遣前教育学校，職業訓練校など多種，多様な業務を兼ねている場合がある。
国営企業の場合は，管理職に限定して部門間の配置転換もある。　
こうした中国側の統計からみると，日本への技能実習生派遣はあくまで
も労務輸出という形態をとったビジネスであること，そしてその主体は，
地方政府が運営する大規模労務派遣企業を中心に，多様な規模の民間の人
材派遣企業であることが示されているだろう。
表６は，地域別にみた年末在外労務派遣者数である。2011年度の場合，
年末在外就業者数は48.8万人で，国営企業による派遣者数は2.8万人で僅か
5.8％に過ぎない。したがって国営企業の場合は，大規模に労務輸出を行う
企業が存在するが，その数は僅かで，労務輸出の95％弱は地方企業によっ
て行われていることが示されている。地方企業，とりわけ地方政府，その
13）	 日本向けの技能実習生の出身地は，江蘇省，山東省，遼寧省が多い。法務省「登録外国人統
計2011年度版」よって各都道府県に在留する中国人のうち，技能実習生が６割以上を占め
る愛媛県，徳島県，福井県の３県に居住する中国人の出身地を見た。それによると，遼寧省，
山東省，江蘇省の３省出身者の合計が愛媛県で57％，徳島県で60％，福井県で55％を占め
ていた。
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下部組織の市などが運営する公的な派遣企業，そして無数の民間企業が大
きな役割を果たしていることが推測される。
在外就業者の出身地域を省別にみると，山東省，吉林省，江蘇省となっ
ていて，やはり沿岸地域が多い。日本への労務輸出は，山東省，江蘇省，
遼寧省が多い13）。これはこうした地域が日本に近接して旅費が安くて済む
からであると思われる。シンガポールなど東南アジアへの労務輸出にはよ
り南の広東省や福建省，ロシア方面へは吉林省などそれぞれ近接する地域
への労務輸出が行われていると思われる。なお，この統計は派遣企業を通
じて集計されたものであるから，内陸部出身で沿岸部の都市に就労してい
る農民工が労務輸出の派遣労働者となった場合も，最終送出し機関の派遣
企業の所在地で出身地が分類されてしまう。したがって表６は派遣労務者
の真正な出身地ではないが，おおよその数値として見れば，間違いはない
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表６　地域別にみた労務輸出による年末在外就業者数
単位:人
2011年度
地域別順位 2008 2009 2010 2011
総計 467,110 450,277 470,095 488,409
国営業種別
国際公司計 26,728 27,909 28,195 28,418
地方公司計 440,382 422,368 441,900 459,252
山東省 1 72,580 72,612 75,737 81,741
吉林省 2 43,679 50,647 57,066 60,643
江蘇省 3 66,240 62,991 60,051 53,839
河南省 4 27,359 31,295 39,707 45,180
広東省 5 33,691 33,124 33,901 38,621
遼寧省 6 40,850 31,345 34,074 36,529
福建省 7 37,312 27,840 23,873 27,030
湖南省 8 14,158 14,568 16,381 18,681
上海市 9 20,165 17,893 17,417 15,932
四川省 10 8,925 9,754 10,734 12,123
出所：表１に同じ，pp.635
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と思われる。
6．日本の技能実習制度への影響 　
以上，中国の労務輸出政策を概観したが，最後に日本の技能実習制度と
の関連について触れておこう。
中国の労務輸出政策が元来は，対外経済援助政策と一体化していたため
に，日本の技能実習制度の設立目的である，近隣諸国への技術移転という
制度趣旨と中国側の労働者送り出し政策は，目的の抽象性という意味では
相互にシンクロナイズしていた。しかし，送り出し国の中国側では，労務
輸出事業が民間企業の手に委ねられ，ビジネス化して今や国家政策の一部
というよりも，民間事業として利益追求のための経済活動という性格が強
まった。こうした変化は，受け入れ側である日本にも影響を与えないわけ
にはいかない。受け入れ企業は，当初の技能移転という制度趣旨をいとも
容易に捨て去り，技能実習制度を外国人労働者受け入れ制度として，コス
ト・ベネフィットを考えて利用するようになった。技術移転という言葉は，
現在では形骸化し，使用されるのは技能実習生が外部の人間から来日目的
を問われた際の模範解答としてのみではないかとさえ疑わせるような状況
である。したがって，今後いつまで技能実習制度設立時の制度目標を維持
できるのか，はなはだ疑問となろう。
また中国側の派遣企業に対する出証権認可という労務輸出企業への審査
は，一方では企業への負担となり，それがひいては派遣労働者への負担増
とつながっている。もちろん，派遣労働者に対しても，日本側の技能実習
生受け入れ企業からの信用を獲得する上でも，何らかの政府規制は必要と
されよう。しかし，その規制それ自体を別の面からみると，労働者への負
担をふやしている。
さらに法律上の規定にはないが，中国人技能実習生が日本で就労期間中
に失踪者となることは，それに付随してさまざまな問題を派生させている。
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失踪者の発生は派遣企業にとって最大のマイナス点であり，信用の喪失に
結びつく。自社の派遣労働者からは失踪者が出ないことが派遣企業の信用
性を高めることになっていると共に，失踪者が出れば派遣企業自身も管理
費を徴収できなくなる。そのため，派遣企業の失踪防止努力が時には人権
侵害とつながる場合も見られる。また派遣企業から日本側の受け入れ企業
を見た場合，失踪者が出るような低労働条件あるいは人権無視の日本側受
け入れ企業は問題先企業として分類され，その後の派遣を拒否するケース
もある。失踪問題は派遣先国での労働移動が認められない労務輸出そのも
のの問題であり，またその派遣労働者を受け入れている技能実習制度の根
底的な問題でもある。
そして最後に派遣企業間の過当競争の存在を指摘できよう。日本は労務
輸出先国としては，日本国内では最低賃金レベルとはいえ，アジアの先進
国として他の労務輸出先国よりも高い賃金水準を提供している。その上，
法治国家として安全が保障されている。国外出稼ぎ希望の中国人労働者の
就業先国として，日本の人気は高い。中国沿海部の工業化の進展によりそ
の地域での雇用機会が増加し，賃金水準が急激に上昇したとはいえ，依然
として農村居住者にとって国外へ，特に日本への出稼ぎは魅力的に映って
いるようである。
また省，市などの地方政府も（海外）「派遣基地」と呼ばれる派遣労働者
向けの職業訓練施設を設立する，あるいは海外就労のために当初必要とさ
れる金を貸与金という形で融資をする，などの施策を実施し，労務輸出を
奨励している。そうした施策に後押しをされた技能実習生が，日本の労働
市場に参入するのであるから，どうしても派遣企業間の過当競争が起こり
やすい。その結果として，2010年の入管法改正以前は研修生手当てが低下
した［上林，2009：58］。現在は，技能実習生に対して来日当初から最低
賃金が保障されるが，裏取引として最賃以下で就労することを前提に派遣
企業と受け入れ企業との間で派遣契約が結ばれ，派遣企業は派遣労働者に
そうした事情を説明し，納得した人だけを技能実習生に選抜し派遣する事
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例もみられた。日本派遣に対する過当競争がこうした賃金ダンピングを招
いているといってよいだろう。
以上のように，日本の技能実習制度は送出し国中国の労務輸出政策の在
り方と密接に結びついている。日本における技能実習生の行動は，彼らを
送り出した母国の労務輸出政策と切り離しては考えられないのである。そ
してその労務輸出政策は，国家の政策とさらに結びついている。中国の労
務輸出政策とそれによって派遣された労働者を受け入れる日本の技能実習
制度との間には，労働者の供給と需要をめぐって相互に依存関係にあり，
今後ともこの依存関係は継続するものと考えられる。労務輸出政策への注
視を継続していかねばならないだろう。
（本稿は，2010年度日本経済研究センター研究奨励金による成果の一部
である。ここに記して謝意を表したい。）
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The	Development	of	China’s	Policy	regarding	Foreign	Labor	Services:
	How	does	their	policy	of	exporting	labor	influence	Japan?
Chieko	KAMIBAYASHI
《Abstract》
China	has	maintained	a	policy	of	exporting	 labor.	 It	began,	 first,	 as	
political	and	economic	aid	projects	to	other	developing	countries,	but	later	
another	project,	called	“labor	cooperation”,	was	added	to	the	category	of	
labor	exports.	Labor	cooperation	is	a	category	for	sending	Chinese	citizens	
abroad	 to	 work	 in	 areas	 such	 as	 construction,	 manufacturing	 and	
agriculture.	 	The	Japanese	Technical	 Internship	Program	(TIP)	receives	
Chinese	workers	through	this	channel	of	labor	cooperation.		
In	 the	 first	 stage	 of	 the	 TIP’s	 development	 in	 Japan,	 the	 TIP’s	
institutional	purpose	of	 technology	transfers	was	well-coordinated	with	
China’s	labor	cooperation	program,	since	both	carried	the	banner	of	Japan-
China	friendship	and	technology	transfers,	but	as	the	Chinese	government	
authorized	 private	 companies	 to	 export	 labor	 or	 set	 up	 overseas	
employment	agencies	as	 intermediaries,	 the	system	of	sending	workers	
abroad	became	more	business-like	and	private	companies	 faced	 tough	
competition.	Although	China’s	central	and	local	governments	promote	the	
sending	of	workers	abroad	to	enhance	their	living	conditions,	as	well	as	to	
acquire	foreign	currency,	tough	competition	in	the	labor	export	business	to	
Japan	may	infringe	the	human	rights	of	China’s	dispatch	workers	in	Japan.
